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21 年（1946）2 月から昭和 29 年（1954）8 月にかけて、日本国憲法（昭和 21 年（1946）11 月


















                                                     
1 加えて、中国・朝鮮半島にも訪れる機会はなかった。 




的エネルギーは結局、大政奉還（慶應 3 年 10 月 14 日（1867 年 11 月 9 日））・王政復古（慶應 3





直面したのが、この国内統治の諸問題である。明治 4 年 7 月（1871 年 8 月）には、廃藩置県が
断行され、徳川幕府および全国諸藩（300 余藩）が廃され、同年末には 3 府 1 道 72 県が置かれ
中央集権体制が確立した。さらに、明治新政府の権力基盤を固めるためには、行政制度・徴税
制度・軍制などを整備する必要があった。このうち特に、軍制と国内行政の確立に辣腕を振るっ




 国内行政全般を総覧していたのが内務省で、太政官制の下、明治 6 年（1873）11 月、明治新
政府の実力者・大久保利通を初代内務卿として発足し、明治 18 年（1885）12 月 22 日、それま
での太政官制度を廃して内閣制度が発足すると、内閣総理大臣に次ぐ副総理格の初代内務大臣





的に機能させたのが官選知事の仕組みであった。明治 4 年 7 月（1871 年 8 月）の廃藩置県で設
置された府県には、同年 11 月（1872 年 1 月）公布の県治条例（太政官 623 号）により、県の
長官の名称を、県令（四等官の者）あるいは権令（五等官の者）に改称すると同時に、東京・
京都・大阪の 3 府では知事の名称のままとされたが、明治 19 年（1886）の地方官官制により、
県知事と改称された。しかし、府県は基本的に中央政府の出先機関であり、その長である府県
知事は（東京府知事も含めて）勅任官だったが、東京都長官（昭和 18 年（1943）～昭和 22 年
                                                     
2 山県有朋の複雑な人格などについては、伊藤（2009）などを参照。 




していた第 2 次伊藤博文内閣（明治 25 年（1892）～明治 29 年（1896））の後期から最初の政党
内閣である第 1 次大隈重信内閣（隈板内閣）（明治 31 年（1898））の時期は政党色が強まった。
しかし、明治 32 年（1899）、第 2 次山県有朋内閣によって文官任用令が改正され、知事が政治
任用ポストから外されると、内務官僚の登用が目立つようになった。いわゆる、官僚が出世雙
六のステップとして知事ポストと中央省庁を回転ドアーのように歴任する、「官選知事」の登
場・定着である。けれども、党派性から完全に独立していたわけではなく、第 1 次（明治 39
















                                                     
3 実はこの制度は、平成 9 年（1997）7 月に成立し、平成 12 年（2000）7 月から施行されている、合計 475
本の関連法案を総称した地方分権一括法によって廃され、現在は大半が、自治事務および法定受託事務に
再編されている。 
4 たとえば、昭和 21 年（1946）9 月に公布された府県制、東京都制、市制および町村制の改正法や、昭和






－ 146 － 
悩ましかった「国体護持」 
 










天皇陛下ご臨席の御前会議が数度開かれ、繰り返しの「御聖断」を踏まえて 8 月 14 日に終戦の







念事項だったのである。この問題は、米戦艦ミズーリの艦上での 9 月 2 日の降伏文書への調印
を済ませると、さらに占領軍の下で、新たな課題として出てきた。典型的な事例が、官選知事
から公選知事への変更である。日本国憲法（昭和 21 年（1946）11 月 3 日公布、昭和 22 年（1947）








                                                     
6 終戦詔書の文案づくりをめぐる混乱にも、時代と状況の切迫がうかがえる。老川（2015）を参照。 
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